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事業用不動産の流通促進に向けた課題

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 不動産コンサルティング部 専門部長 山﨑 暢之
やまさき のぶゆき

はじめに

平成 年 月に国土審議会土地政策部会企画部

会がまとめた「土地政策の新たな方向性 」に

おいては、最適活用（成長分野の確かな需要に的

確に対応し、時期を逸することなく、的確かつ柔

軟に資金を供給し、土地利用についての適切な調

整を経た上で円滑に土地・不動産を供給すること）

が新たな土地政策の方向性の一つとして掲げられ

ている。今後、我が国が迎えることとなる本格的

な人口減少社会においては、むやみに不動産スト

ックを拡大していくのではなく、時代の変化とと

もに使命を終えた不動産について、成長分野など

の新たな需要に向けてスムーズに用途を転換して

いく、いわば不動産の新陳代謝を適切に進めてい

くことがますます重要になろう。

このような問題意識の下、本稿では、不動産の

最適活用の実現に必要不可欠な事業用不動産の流

通促進に向けた課題について検討する。

なお、本稿の内容は、筆者の所属する組織を代

表するものではなく、筆者個人の見解である。

事業用不動産とは

本稿では、事業用不動産を、事業法人等が自社

で使用する事務所、営業所、店舗、工場、倉庫等

のほか、賃貸ビルや賃貸マンション等の投資用不

動産、分譲マンションやオフィスビル等の開発を

目的とした土地も含む概念と位置付けている。事

業用不動産は、商業用不動産とか、業務用不動産

と呼ばれることもある。

事業用不動産と対になる概念が自己居住用の住

宅用不動産である。自己居住目的での住宅用不動

産は、マンションの 室（区分所有建物）、一戸建

て住宅、自宅建築用土地に分けられ、更に、マン

ションや一戸建て住宅は新築と既存とに細分化さ

れる。（なお、用途は住宅であっても、アパートや

賃貸マンション一棟の売買、分譲マンションや複

数戸の分譲一戸建て住宅を建築するための土地売

買は、一般的に事業用に区分される。）

後に述べるように、事業用不動産の取引市場は、

居住用不動産とは異なる特徴を有するが、事業用

不動産の売買にも居住用不動産の売買にも、同様

に宅地建物取引業法が適用されている。

事業用不動産のストックと流通量について

国土交通省の資料によれば、日本の不動産資産

は、法人、個人、国・地方等の公的セクター所有

の合計で約 兆円、うち、法人所有不動産が

約 兆円、公的不動産が約 兆円となってい

る（図表 ）。

法人所有不動産の大半と公的不動産の多くは、

事業用不動産に該当するものと考えられ、また、

個人も事業用不動産の一部を所有しているため、

事業用不動産のストックは、日本の不動産資産の

約半分 兆円程度と推測される。

事業用不動産のフローでの流通市場規模につい

ては、確固たる統計はないものの、ここ数年、東
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京証券取引所に開示された不動産売買は年間 ～

兆円で推移し（図表 ）、民間シンクタンク等の

調査では年間 ～ 兆円となっている。但し、これ

らがすべての事業用不動産の取引を網羅している

訳ではなく、実際には 兆円程度の市場規模があ

るものと推測される。

ちなみに、国土交通省が公表している商業用不

動産の取引に係わる土地面積は、平成 年度の

年間で 万㎡強となっている（図表 ）。これ

らの面積と地価公示の地域毎の平均価格をベース

に、 年間の事業用不動産の取引額のうち土地取

引価格相当額を試算すると ～ 兆円となるが、こ

の金額には、建物の取引価格や土地単独の取引は

含まれていないことから、上記の事業用不動産の

（図表 ）日本の不動産資産

 
（出展）国土交通省資料を基に作成 

 
（図表 ）適時開示による不動産取引の推移

 
（出展）公表資料を基に作成 
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京証券取引所に開示された不動産売買は年間 ～

兆円で推移し（図表 ）、民間シンクタンク等の

調査では年間 ～ 兆円となっている。但し、これ

らがすべての事業用不動産の取引を網羅している

訳ではなく、実際には 兆円程度の市場規模があ

るものと推測される。

ちなみに、国土交通省が公表している商業用不

動産の取引に係わる土地面積は、平成 年度の

年間で 万㎡強となっている（図表 ）。これ

らの面積と地価公示の地域毎の平均価格をベース

に、 年間の事業用不動産の取引額のうち土地取

引価格相当額を試算すると ～ 兆円となるが、こ

の金額には、建物の取引価格や土地単独の取引は

含まれていないことから、上記の事業用不動産の

（図表 ）日本の不動産資産
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取引市場規模推計は概ね妥当な範囲にあるものと

考えられる。

自己居住用不動産と異なる事業用不動産の流

通事情

事業用不動産については、多くの場合、一般事

業法人、不動産会社、デベロッパー、プロの投資

家といった事業者が売買当事者となっており、主

として消費者を対象とする住宅用不動産の流通市

場とは異なる特徴を有する。以下、事業用不動産

の流通に係わるいくつかの特徴を説明する。

①情報の秘匿性

住宅用不動産の流通市場と大きく異なる点とし

て、事業用不動産情報の秘匿性が挙げられる。

企業は、遊休地や空き家となっている不動産は

別として、稼働中の事務所や工場、店舗等の売却

は、従業員や取引先等の多くの関係者が存するた

め、関係者との調整を終えて正式に売買が決定さ

れるまでは、オープンにして欲しくない事情を抱

えることが多い。また、大規模な工場跡地等につ

いては、既に遊休化していても地元自治体との関

係等で売却後の用途や買主等について配慮が必要

な場合も多い。

さらに、既に閉鎖済の事務所、工場等の場合で

も、帳簿価格が時価と乖離しているケースでは、

売却に伴う含み損益の実現により企業決算に多大

な影響が出ることとなる。このため、売却方針を

決定すること自体が金融商品取引法上の「インサ

イダー情報」に該当し、情報の厳格な管理を求め

られるケースもあるし、決算対策として、本業の

赤字と相殺するためにあえて含み益のある不動産

を処分して、特別利益を出すケースもある。

情報の秘匿性が求められるのは、売却情報の場

合が中心であるが、住所移転を伴うような本社購

入の場合は、購入情報についても秘匿性の確保を

求められることがあろう。

このように、特に一般事業法人が事業用不動産

を売買する場合は、当該情報を流通市場に広くオ

ープンにすることができない状況下で、処理せざ

るを得ないことが多いため、事業用不動産の流通

市場については、このような特性を踏まえつつ、

いかに効率的な市場とするかを考える必要がある。

②用途の可変性と買主が想定する用途によって異

なる価格

事業用不動産は、一つの不動産の売却であって

も、利用可能な用途の多様性や可変性ゆえに様々

な用途での買主が競合しうる。例えば、オフィス

ビルを売却する場合、稼働率の高い新築テナント

ビルであれば、買主候補は賃貸用不動産として投

資しようとする者が中心となると考えられるもの

（図表 ）商業用不動産の地方別・用途別取引面積（平成 年度）

 
（出展）国土交通省「不動産価格指数及び不動産取引件数・面積」を基に作成 
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の、築年数が経過し、空室が多いビルであれば、

純粋な投資用だけではなく、空室を自社ビルとし

て利用しようとする一般事業法人、テナントを退

去させた上で、取り壊して分譲マンション等を開

発しようとするデベロッパー、また、ホテル等へ

のコンバージョンを企図する者も購入を検討する

だろう。

この場合、購入検討のベースとなる価格目線は

各々異なりうる。例えば、賃貸用不動産として投

資する投資家は利回り重視で、自社ビルとして購

入する事業法人は周辺の相場や賃借を続ける場合

との比較重視で、デベロッパーは取壊しや新築に

要する建築費、周辺の新築マンション価格相場等

を踏まえた投資採算性を重視して価格を決定する

ことになる。

このように事業用不動産は、用途が可変で、そ

の時々の需給、市場環境によって最高値をつける

利用方法が変更しうるという特徴を持つ。用途可

変性の高い事業用不動産の流通を効率的に行うた

めには、幅広い用途や様々な目的で購入を検討し

ている者が、当該売り物件情報を入手する機会を

確保できることが重要となる。

③多数の不動産を所有

製造業、サービス業等の一般事業法人において

は、事業を遂行するために複数の不動産を利用し

ていることが通常である。例えば、ある製造業が

不採算事業の縮小や競争力向上のために国内に複

数ある生産拠点を集約しようとする場合、通常、

事業面での使用価値と不動産面での市場価値の両

面から拠点の各々について判定した上で、従業員

や財務への影響も踏まえて、どの拠点を閉鎖し、

売却するかを決定することとなる。

多くの場合、企業が所有する不動産ポートフォ

リオに属する個別不動産の市場価値の判定に際し

ては、外部の不動産会社等をアドバイザーとして

活用することになる。アドバイザーは、企業が所

有する数多くの不動産を個別に調査し、売却容易

性の判定や価格査定といった売却準備活動を実施

し、場合によっては、複数の不動産を一括して処

分する方法など売却方法を提案することもあろう。

事業法人としては、あくまで競争力向上等が目

的であり、特定の不動産処分は手段に過ぎないこ

とから、まず所有不動産のポートフォリオ全体か

ら入り、その結果として個別不動産の売買が生じ

るところは、住み替えを主たる目的とする個人の

居住用不動産の売買とは異なる点だ。

④売却が誘発されることも

そもそも売り物件ではない事業用不動産が、購

入希望者からの強い申し出に応じて売却に至るケ

ースもある。

これは、所有者（一般事業法人のことも不動産

会社やファンド等のこともある）が、もともと売

却方針ではなかった不動産について、「いくらで売

ってくれないか」という具体的な申し出を受けて、

初めて売却の可否を検討した結果、「それでは売却

しよう」と決定するケースで、賃貸中の不動産や

遊休地等に際し比較的多く見られる。

昨今の金融緩和状況下、Ｊリートや私募ファン

ド、デベロッパー等による旺盛な買いニーズはあ

るものの、売り物件が極端に少ない状態が続いて

いる中では、このような形で売却が決まるケース

も少なからずみられる。

⑤情報システムの不存在

住宅用不動産の場合、売却のケースであれば、

まず、宅地建物取引業者への売却相談、価格査定

の後、売却価格を明示して媒介契約が締結され、

レインズへの登録、ホームページ等を通じた広告

活動により、売り情報がオープンにされ、他の宅

地建物取引業者も含めて幅広く買主が探索される。

一方、購入希望者の側も、自分でホームページを

はじめとする様々な広告を通じて売り物件の探索

が可能であるし、宅地建物取引業者に物件探索を

依頼した場合には、当該宅地建物取引業者はレイ

ンズによって容易に市場にある売り物件や売却条

件等を検索できる。

これに対して、事業用不動産の売却に関しては、

レインズに登録されたり、広告に掲載されたりす
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の、築年数が経過し、空室が多いビルであれば、

純粋な投資用だけではなく、空室を自社ビルとし

て利用しようとする一般事業法人、テナントを退

去させた上で、取り壊して分譲マンション等を開

発しようとするデベロッパー、また、ホテル等へ

のコンバージョンを企図する者も購入を検討する

だろう。

この場合、購入検討のベースとなる価格目線は

各々異なりうる。例えば、賃貸用不動産として投

資する投資家は利回り重視で、自社ビルとして購

入する事業法人は周辺の相場や賃借を続ける場合

との比較重視で、デベロッパーは取壊しや新築に

要する建築費、周辺の新築マンション価格相場等

を踏まえた投資採算性を重視して価格を決定する

ことになる。

このように事業用不動産は、用途が可変で、そ

の時々の需給、市場環境によって最高値をつける

利用方法が変更しうるという特徴を持つ。用途可

変性の高い事業用不動産の流通を効率的に行うた

めには、幅広い用途や様々な目的で購入を検討し

ている者が、当該売り物件情報を入手する機会を

確保できることが重要となる。

③多数の不動産を所有

製造業、サービス業等の一般事業法人において

は、事業を遂行するために複数の不動産を利用し

ていることが通常である。例えば、ある製造業が

不採算事業の縮小や競争力向上のために国内に複

数ある生産拠点を集約しようとする場合、通常、

事業面での使用価値と不動産面での市場価値の両

面から拠点の各々について判定した上で、従業員

や財務への影響も踏まえて、どの拠点を閉鎖し、

売却するかを決定することとなる。

多くの場合、企業が所有する不動産ポートフォ

リオに属する個別不動産の市場価値の判定に際し

ては、外部の不動産会社等をアドバイザーとして

活用することになる。アドバイザーは、企業が所

有する数多くの不動産を個別に調査し、売却容易

性の判定や価格査定といった売却準備活動を実施

し、場合によっては、複数の不動産を一括して処

分する方法など売却方法を提案することもあろう。

事業法人としては、あくまで競争力向上等が目

的であり、特定の不動産処分は手段に過ぎないこ

とから、まず所有不動産のポートフォリオ全体か

ら入り、その結果として個別不動産の売買が生じ

るところは、住み替えを主たる目的とする個人の

居住用不動産の売買とは異なる点だ。

④売却が誘発されることも

そもそも売り物件ではない事業用不動産が、購

入希望者からの強い申し出に応じて売却に至るケ

ースもある。

これは、所有者（一般事業法人のことも不動産

会社やファンド等のこともある）が、もともと売

却方針ではなかった不動産について、「いくらで売

ってくれないか」という具体的な申し出を受けて、

初めて売却の可否を検討した結果、「それでは売却

しよう」と決定するケースで、賃貸中の不動産や

遊休地等に際し比較的多く見られる。

昨今の金融緩和状況下、Ｊリートや私募ファン

ド、デベロッパー等による旺盛な買いニーズはあ

るものの、売り物件が極端に少ない状態が続いて

いる中では、このような形で売却が決まるケース

も少なからずみられる。

⑤情報システムの不存在

住宅用不動産の場合、売却のケースであれば、

まず、宅地建物取引業者への売却相談、価格査定

の後、売却価格を明示して媒介契約が締結され、

レインズへの登録、ホームページ等を通じた広告

活動により、売り情報がオープンにされ、他の宅

地建物取引業者も含めて幅広く買主が探索される。

一方、購入希望者の側も、自分でホームページを

はじめとする様々な広告を通じて売り物件の探索

が可能であるし、宅地建物取引業者に物件探索を

依頼した場合には、当該宅地建物取引業者はレイ

ンズによって容易に市場にある売り物件や売却条

件等を検索できる。

これに対して、事業用不動産の売却に関しては、

レインズに登録されたり、広告に掲載されたりす

ることは少なく、一覧性のある情報システムは存

在しない。これは上述した情報の秘匿性に起因す

る部分が大きいが、事業用不動産市場が依頼を受

けた仲介者毎に分断された形となっており、後述

するように、特に自社利用の事務所、営業所、店

舗、工場、倉庫等、エンドユーザー向けの物件売

買については非効率な市場構造となっているもの

と考えられる。

事業用不動産の流通を一層促進するための仕

組み

事業用不動産の流通を一層促進するためには、

これまで述べてきたような事業用不動産市場の特

徴に加えて、売買当事者が、「消費者契約法」にい

う消費者ではなく、事業者のケースが大半で、仲

介業者との関係においても対等あるいは依頼者側

が優位に立っていることを踏まえて検討する必要

がある。

ここでは、主として消費者保護の観点からの規

制が中心の既存の宅地建物取引業法や広告規制等

の枠組みにこだわらず、事業用不動産の特性にあ

わせて、市場をより効率化し、円滑な流通を促進

するための仕組みを検討する。

①売却アドバイザリーシステムの採用

事業用不動産の売却に際しては、所有者に対し

て売却シナリオ、買主候補やその探索方法、スケ

ジュール感等をアドバイスし、売主側の窓口とな

るエージェントを選定することが望ましいと考え

られる。

売り側エージェントは、売却対象不動産の立地、

用途、規模、件数等にもよるが、秘匿性を保ちつ

つ、所有者にとってベストな買主候補を見つける

必要があることから、豊富な仲介経験と幅広い情

報ネットワークを有する大手仲介会社から選択さ

れることになろう。売り側エージェントの決定に

際しては、以前からＣＲＥ等、企業の不動産戦略

全般に関して様々な相談をしてきた不動産会社を

選択することもあれば、コンペ方式により、複数

社から対象不動産に係る売却シナリオ、売却見込

み価格、報酬等を提案させた上で決定することも

あろう。また、必ずしも 社のみとする必要はな

く、複数社が共同して売り側エージェントを務め

ることも可能だ。

報酬については、成功報酬とする場合は、宅地

建物取引業法に規定する上限の枠内にとどめつつ、

売り側エージェントにより高く売却するインセン

ティブが働くような体系（例えば、売却金額が目

標金額以下の場合、報酬は一定額とし、目標金額

を超過した場合、超過した部分の一定割合を報酬

とする）も一考に値するだろう。

なお、住宅用仲介では、両手仲介が物件情報の

囲い込みにつながっているとの批判がある。事業

用不動産の売却に際し売り側エージェントを選定

する際には、買側からの手数料の取り扱いも併せ

て決めておくことが望ましいだろう。

事業用不動産に関しては、売主である事業法人

や不動産投資家等と、エージェントとなる不動産

会社等との立場は、基本的に対等であるため、買

い側手数料の取り扱いは、個別案件ごとに協議し

て決めればよいと考える。次項で述べる買主の探

索方法とも絡んでくるが、買主側からの手数料を

見込んで、売主からの手数料を低額又はゼロとす

ることが双方にとって合理的なケースもあれば、

売り側エージェントはあくまで売主側の立場に立

つ者として、買い側仲介者となることや買主側か

らの手数料収受を禁止することが有効なケースも

あろう。

②入札を前提とした購入者選択システム

前述した「情報の秘匿性」や「用途の可変性」

等により、事業用不動産の売り方については、売

却価格を明示してレインズや広告、ホームページ

等を通じて幅広く買主を探索する住宅用とは大き

く異ならざるをえない。

まず、登録すると幅広く情報が知れ渡ることと

なる既存の情報ネットワークシステムを前提とす

ると、情報の秘匿性を確保する観点からは、情報

システムには登録せず、売り側エージェント等に

より個別に、購入見込者や買い側仲介業者に物件
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を紹介していくほかないのが現状だ。どの範囲ま

で、どのようにして物件情報を紹介するかは、物

件の特性と秘匿性の程度等を勘案しつつ、売主と

売り側エージェントが協議して決めることになろ

う。

売却情報が広く出回ることを防ぐためには、買

い側の仲介業者を限定することや仕向け候補者を

事前にリストアップさせた上で売主側が了解した

先のみに限り、売り情報を提供できるようにする

方法、買い側仲介業者 社当たり紹介は何社まで

と限定する方法などが考えられる。また、特に秘

匿性が高い情報、例えば、現に賃貸中の物件に係

る賃貸借条件、土地建物に関して詳細調査が実施

されている場合の土壌汚染調査結果やエンジニア

リングレポート等については、真剣に購入を検討

する買主候補が守秘義務契約を差し入れることに

よって初めて詳細情報を明らかにする仕組みをと

ることで、情報の拡散を防止する必要がある。

そのうえで、買主は、いわゆる「入札方式」に

よって選定すべきであろう。というのも、上述の

通り、事業用不動産については用途の可変性の故

に、多様な利用を前提とした様々なジャンルの購

入希望者が存在しうるためだ。

したがって、価格については、買主側が独自に

収益性や採算性、費用性等を算定した上で、競合

状況や取得の必要度合いを勘案のうえ、「購入希望

価格」を売り側エージェントに提出させればよい

と考える。その際、必ずしも売却価格を売主側か

ら事前に提示する必要はないものの、売却活動を

より効率的に進めるためには、最低売却価格や希

望価格等、何らかの価格目線を売主サイドから提

示しておく方法も考えられる。

売主側としては、一定期日までに購入意向の表

明を受けた購入申出者の中から、優先交渉権者を

決定することとなる。基本的には、最も高額の購

入希望価格を提示した者に優先交渉権を与えるこ

とになろうが、資金調達の実現性、その他付帯条

件の内容によっては、購入希望価格のみではなく、

他の条件も総合的に勘案して優先交渉権者を決定

すべき場合もあると考えられる。また、全ての購

入希望価格が売主の希望価格に到達しなかった場

合には、売却中止とすることもありうるが、この

ような条件は入札実施に際して、売り側エージェ

ントが売主と協議の上、入札要綱等に明記してお

く必要がある。

ところで、秘匿性を保ちつつ、より高値での売

却を追求するための上記売却手法は、全体として

効率的と言えるであろうか？もっと事業用不動産

の流通市場を活性化し、最適活用の実現を容易化

ならしめるための方策は考えられないのであろう

か？

次節で詳述するが、買主候補者がほぼ限定され

ると判断されるケースにおいては、上記手法でも

概ね効率的と考えられる。例えば、大規模な工場

跡地で、最有効使用が明らかに分譲マンション開

発用地というケースでは、資金調達力、事業遂行

力の両面から、購入可能な大手デベロッパーは限

定されているのが実情だ。このため、上記のよう

な売却手法によっても、短期間のうちに最高値で

購入する買主を探索できる可能性は極めて高い。

同様のことは、大規模な賃貸不動産についても言

えよう。これらの買主は、一般的にはＪリートや

私募ファンド、大手不動産会社に限定される。

とはいえ、このようなケースでも、物件情報を

より広く公開して、購入希望者を募ってもいいの

ではないのかとの考え方もあろう。確かに国や地

方公共団体が所有する不動産の売却に際しては、

公開入札により売却されることが一般的だ。但し、

上述のような売主側での情報秘匿の必要性に加え

て、買主側もあまりにも競争相手が多いと本気に

ならない可能性が高まるという事情も斟酌する必

要がある。というのも、デベロッパーや投資家は、

具体的に購入を検討する際には、マンション開発

プランの作成、既存建物のデューデリジェンス等

の手間と時間、資金をかける必要が生ずるため、

どちらかと言えば、より競争相手が少なく、相対

的に購入できる可能性が高い案件に注力する傾向
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を紹介していくほかないのが現状だ。どの範囲ま

で、どのようにして物件情報を紹介するかは、物

件の特性と秘匿性の程度等を勘案しつつ、売主と

売り側エージェントが協議して決めることになろ

う。

売却情報が広く出回ることを防ぐためには、買

い側の仲介業者を限定することや仕向け候補者を

事前にリストアップさせた上で売主側が了解した

先のみに限り、売り情報を提供できるようにする

方法、買い側仲介業者 社当たり紹介は何社まで

と限定する方法などが考えられる。また、特に秘

匿性が高い情報、例えば、現に賃貸中の物件に係

る賃貸借条件、土地建物に関して詳細調査が実施

されている場合の土壌汚染調査結果やエンジニア

リングレポート等については、真剣に購入を検討

する買主候補が守秘義務契約を差し入れることに

よって初めて詳細情報を明らかにする仕組みをと

ることで、情報の拡散を防止する必要がある。

そのうえで、買主は、いわゆる「入札方式」に

よって選定すべきであろう。というのも、上述の

通り、事業用不動産については用途の可変性の故

に、多様な利用を前提とした様々なジャンルの購

入希望者が存在しうるためだ。

したがって、価格については、買主側が独自に

収益性や採算性、費用性等を算定した上で、競合

状況や取得の必要度合いを勘案のうえ、「購入希望

価格」を売り側エージェントに提出させればよい

と考える。その際、必ずしも売却価格を売主側か

ら事前に提示する必要はないものの、売却活動を

より効率的に進めるためには、最低売却価格や希

望価格等、何らかの価格目線を売主サイドから提

示しておく方法も考えられる。

売主側としては、一定期日までに購入意向の表

明を受けた購入申出者の中から、優先交渉権者を

決定することとなる。基本的には、最も高額の購

入希望価格を提示した者に優先交渉権を与えるこ

とになろうが、資金調達の実現性、その他付帯条

件の内容によっては、購入希望価格のみではなく、

他の条件も総合的に勘案して優先交渉権者を決定

すべき場合もあると考えられる。また、全ての購

入希望価格が売主の希望価格に到達しなかった場

合には、売却中止とすることもありうるが、この

ような条件は入札実施に際して、売り側エージェ

ントが売主と協議の上、入札要綱等に明記してお

く必要がある。

ところで、秘匿性を保ちつつ、より高値での売

却を追求するための上記売却手法は、全体として

効率的と言えるであろうか？もっと事業用不動産

の流通市場を活性化し、最適活用の実現を容易化

ならしめるための方策は考えられないのであろう

か？

次節で詳述するが、買主候補者がほぼ限定され

ると判断されるケースにおいては、上記手法でも

概ね効率的と考えられる。例えば、大規模な工場

跡地で、最有効使用が明らかに分譲マンション開

発用地というケースでは、資金調達力、事業遂行

力の両面から、購入可能な大手デベロッパーは限

定されているのが実情だ。このため、上記のよう

な売却手法によっても、短期間のうちに最高値で

購入する買主を探索できる可能性は極めて高い。

同様のことは、大規模な賃貸不動産についても言

えよう。これらの買主は、一般的にはＪリートや

私募ファンド、大手不動産会社に限定される。

とはいえ、このようなケースでも、物件情報を

より広く公開して、購入希望者を募ってもいいの

ではないのかとの考え方もあろう。確かに国や地

方公共団体が所有する不動産の売却に際しては、

公開入札により売却されることが一般的だ。但し、

上述のような売主側での情報秘匿の必要性に加え

て、買主側もあまりにも競争相手が多いと本気に

ならない可能性が高まるという事情も斟酌する必

要がある。というのも、デベロッパーや投資家は、

具体的に購入を検討する際には、マンション開発

プランの作成、既存建物のデューデリジェンス等

の手間と時間、資金をかける必要が生ずるため、

どちらかと言えば、より競争相手が少なく、相対

的に購入できる可能性が高い案件に注力する傾向

があるためだ。

③事業用不動産に係る情報ネットワークシステム

の構築

上記のようなデベロッパーや投資家等のいわゆ

る「不動産のプロ」が購入見込者となるケースと

異なり、営業所用の土地建物など、いわゆるエン

ドユーザーが購入予定者と見込まれる場合には、

事業用不動産の上記売却手法は明らかに非効率だ

と考えられる。

このようなエンドユーザー向けの物件について

は、売り側のエージェントや売却依頼を受けた仲

介業者としては、自社が依頼を受けている買い希

望者に当該物件を紹介するほか、様々なネットワ

ークを駆使して購入希望者を探索しなければなら

ない。その一つの方法として、レインズへの登録

やホームページへの掲載等が考えられるが、所有

者が一般事業法人の場合は、情報の秘匿性が高い

場合はもとより、ある程度、情報を公開しても差

し支えないケースでも、「正式に売却方針が機関決

定されていない」、「いくらで売るとも決めていな

い」等の理由により、不特定多数への広告活動自

体が困難なことが多いと思われる。この場合、近

隣の会社や同業種の企業等に売り物件として紹介

したり、他の仲介業者に買主探索を依頼したりし

て買主を探索することになる訳だが、ここは明ら

かに市場に非効率が生じていると考えられる。

裏返しになるが、同様のことは購入希望者側に

も言えよう。現在の事業用不動産市場では、本社

や店舗、営業所等の購入を希望するエンドユーザ

ーの買主にとって、希望に見合った売り物件の探

索は、非常に困難だ。

仲介業者の 社に希望条件を提示し、物件探索

を依頼したとしよう。この業者は、手持ちの物件

やレインズ等で市場に公開されている物件を提供

する訳だが、上述のごとく、事業用不動産の売り

物件は、ほとんどレインズ等に掲載されている訳

ではない。逆に言えば、公開されているのは条件

が悪くて売れ残っている物件のことが多いので、

買主の希望に合わないケースが大半である。

そうなると次に買主は、他の仲介業者にも声を

かけて物件を探索、紹介してもらおうとする。し

かし、次の業者も同様に希望に合う物件はなく、

更に声をかける業者を拡大していくということに

なる。このように買い情報は、多くの仲介業者に

拡散しやすく、依頼を受けた仲介業者にしてみれ

ば、あまり力を入れても成果につながりにくいと

いうことで、結果的に情報が放置されるという悪

循環に陥りやすいと考えられる。

このようなケースで、実は買主の希望条件にぴ

ったりの物件は、ある会社が潜在的な売り意向（価

格次第では売却を検討してもよいとか、リストラ

や債務返済のために保有不動産のいずれかを売却

する必要がある）を有している物件のこともある。

しかし、その売却は潜在的であるがゆえに、相談

を受けている仲介業者以外は、かかる物件の存在

を知る余地がないため、買いニーズとマッチング

することができないという非効率性が生じている。

このように現在の事業用不動産の流通市場は、

特にエンドユーザー向けの用途において、仲介業

者の生産性という面で非効率で、かつ売買当事者

においても、売却や購入機会の逸失という点で社

会的損失が発生している可能性が高い。現状では、

時代・環境の変化に応じて不要となった不動産を

成長分野の新たな需要に向けて的確に供給すると

いう新たな土地政策の実現に支障となりかねない。

これを解決するためには、事業用不動産の売買

を取り扱う各仲介業者が把握している潜在的な売

り物件も含めた全ての情報を集約し、買い情報と

のマッチングを可能とする情報ネットワークシス

テムの構築が必要であると考えられる。但し、併

せて情報の秘匿性も確保する必要があることから、

現在のレインズのように売り情報そのものを仲介

業者が閲覧可能とする仕組みではなく、例えば、

買いニーズを入手した仲介業者が買情報を入力す

ると、それにマッチングする売り物件情報を有す

る仲介業者のみが示され、後は、互いに連絡をと

りあって当該売り物件の提供可否も含めて取扱を
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検討するといったような工夫が必要となろう。ま

た、同様に買い情報についてもストックしておき、

新たに売り物件を登録すると、見合いの買い情報

を有する仲介業者が表示されるようにしておく必

要がある。

なお、情報の鮮度とマッチングの精度は常に高

めるように努めることが必要であろう。

事業用不動産の仲介者に期待される役割

以上、事業用不動産流通の現状とより円滑な流

通を促進する仕組み等について述べてきたが、仲

介者には、何が期待されるのであろうか？

①情報ネットワークシステムの構築と積極的な維持

上述したように、事業用不動産の仲介業者ごと

に分断されていると言ってもよい現在の流通市場

を統合することによって、事業用不動産の流通効

率化、ひいては、遊休不動産から成長分野の需要

への利用転換、最適活用の実現に資することとな

る。

事業用不動産に係る情報ネットワークシステム

は、その性格上、最終需要者に直接オープンにす

るには適さないことから、仲介業者が主体となっ

てシステムを構築し、また、情報のメンテナンス

を迅速かつ的確に行うことで、利用者である各仲

介業者及び依頼者であるエンドーザー双方の信頼

を獲得していく必要があろう。

この際、ポイントとなるのは、用途の多様性だ。

事業用不動産は、上述の通り、多くの場合、用途

が可変で、また、その時々の需給によって最高値

をつける利用方法も変更しうる。このため、売り

物件と買いニーズがシステムで自動的にマッチン

グされるだけでは不十分と考えられる。不動産の

みならず社会経済情勢の変化等を的確に判断して、

顕在化している買主のみならず、潜在的な購入需

要を持つ者に対しても、能動的に売り物件を提供

したり、強い買い需要を背景に物件所有者に売却

可能性を打診したりする仲介者の重要性は高いと

考えられる。

②付加価値の高い情報分析とアドバイス

かつては、売主・買主と仲介者との間には、情

報ギャップが非常に大きいと言われてきた。その

意味で、仲介者の主たる役割は、情報提供、特に

売物件の提供だと考えられており、バブルのころ

には、住宅地図 枚とＦＡＸがあれば商売が成り

立つと言われていたほどだ。しかし、昨今、情報

ギャップは急速に減少しているように思われる。

もっとも、事業用不動産については、上述のとお

り個別売り物件の公開はさほど進展していないも

のの、以前と比べると、様々な周辺情報は入手す

ることが可能となっている。

そのような情報公開の進展に大きな役割を果た

しているのが、Ｊリートだ。Ｊリートは、売買時

点において売買価格や賃貸借状況、利回り等とい

った詳細情報を公開している。これに加えて、運

用期間中においても、賃貸状況（賃料収入や空室

率等）を継続的に公開しており、事業用不動産の

売買を検討する当事者は、以前は仲介業者等から

個別に入手するしかなかった情報を、Ｊリートの

公開情報によって入手することが可能となった。

また、国土交通省が提供している不動産取引価

格情報提供制度によっても、物件は特定されてお

らず、取引価格も明示されていないものの、ある

程度のレンジで実際の取引価格水準や取引の活発

度合を把握することができる。これに加えて、

年 月から試験運用が開始された「商業用不動産

価格指数」により価格動向も把握することが可能

となっている。

ただし、不動産、特に事業用不動産は、非常に

個別性が強いため、地価公示等も含めた公開情報

のみで、プロでない者が個別不動産のポテンシャ

ルや潜在価値を判断することは非常に困難と言わ

ざるを得ない。公開情報に各社の内部で蓄積され

た情報や豊富な業務経験に裏付けられたノウハウ

等を加え、場合によっては、不動産鑑定士、一級

建築士等の各々の分野でのプロフェッショナルも

使って、売買対象となる不動産を取り巻く状況を

多角的に分析の上、ベストな方法（売却の場合で

あれば、売却手法、売却スケジュール、最低売却
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検討するといったような工夫が必要となろう。ま

た、同様に買い情報についてもストックしておき、

新たに売り物件を登録すると、見合いの買い情報

を有する仲介業者が表示されるようにしておく必

要がある。

なお、情報の鮮度とマッチングの精度は常に高

めるように努めることが必要であろう。

事業用不動産の仲介者に期待される役割

以上、事業用不動産流通の現状とより円滑な流

通を促進する仕組み等について述べてきたが、仲

介者には、何が期待されるのであろうか？

①情報ネットワークシステムの構築と積極的な維持

上述したように、事業用不動産の仲介業者ごと

に分断されていると言ってもよい現在の流通市場

を統合することによって、事業用不動産の流通効

率化、ひいては、遊休不動産から成長分野の需要

への利用転換、最適活用の実現に資することとな

る。

事業用不動産に係る情報ネットワークシステム

は、その性格上、最終需要者に直接オープンにす

るには適さないことから、仲介業者が主体となっ

てシステムを構築し、また、情報のメンテナンス

を迅速かつ的確に行うことで、利用者である各仲

介業者及び依頼者であるエンドーザー双方の信頼

を獲得していく必要があろう。

この際、ポイントとなるのは、用途の多様性だ。

事業用不動産は、上述の通り、多くの場合、用途

が可変で、また、その時々の需給によって最高値

をつける利用方法も変更しうる。このため、売り

物件と買いニーズがシステムで自動的にマッチン

グされるだけでは不十分と考えられる。不動産の

みならず社会経済情勢の変化等を的確に判断して、

顕在化している買主のみならず、潜在的な購入需

要を持つ者に対しても、能動的に売り物件を提供

したり、強い買い需要を背景に物件所有者に売却

可能性を打診したりする仲介者の重要性は高いと

考えられる。

②付加価値の高い情報分析とアドバイス

かつては、売主・買主と仲介者との間には、情

報ギャップが非常に大きいと言われてきた。その

意味で、仲介者の主たる役割は、情報提供、特に

売物件の提供だと考えられており、バブルのころ

には、住宅地図 枚とＦＡＸがあれば商売が成り

立つと言われていたほどだ。しかし、昨今、情報

ギャップは急速に減少しているように思われる。

もっとも、事業用不動産については、上述のとお

り個別売り物件の公開はさほど進展していないも

のの、以前と比べると、様々な周辺情報は入手す

ることが可能となっている。

そのような情報公開の進展に大きな役割を果た

しているのが、Ｊリートだ。Ｊリートは、売買時

点において売買価格や賃貸借状況、利回り等とい

った詳細情報を公開している。これに加えて、運

用期間中においても、賃貸状況（賃料収入や空室

率等）を継続的に公開しており、事業用不動産の

売買を検討する当事者は、以前は仲介業者等から

個別に入手するしかなかった情報を、Ｊリートの

公開情報によって入手することが可能となった。

また、国土交通省が提供している不動産取引価

格情報提供制度によっても、物件は特定されてお

らず、取引価格も明示されていないものの、ある

程度のレンジで実際の取引価格水準や取引の活発

度合を把握することができる。これに加えて、

年 月から試験運用が開始された「商業用不動産

価格指数」により価格動向も把握することが可能

となっている。

ただし、不動産、特に事業用不動産は、非常に

個別性が強いため、地価公示等も含めた公開情報

のみで、プロでない者が個別不動産のポテンシャ

ルや潜在価値を判断することは非常に困難と言わ

ざるを得ない。公開情報に各社の内部で蓄積され

た情報や豊富な業務経験に裏付けられたノウハウ

等を加え、場合によっては、不動産鑑定士、一級

建築士等の各々の分野でのプロフェッショナルも

使って、売買対象となる不動産を取り巻く状況を

多角的に分析の上、ベストな方法（売却の場合で

あれば、売却手法、売却スケジュール、最低売却

価格等。購入の場合であれば、物件間の優劣比較、

価格の妥当性等）をアドバイスしていくことに仲

介者の存在意義があるのではないだろうか。

③安全・安心な取引の確保

事業用不動産は、複雑な権利関係、不分明な境

界や越境物の存在、様々な行政上の制限、土壌汚

染や建物の瑕疵等の問題を含んでいる場合がある

が、それらが容易には判明しないことも多い。特

に売主・買主の双方又は一方が不動産取引のプロ

ではない場合、仲介者が物件調査を確実に実施し、

物件に関する問題点を浮き彫りにして、売買契約

に先立ちそれらの取り扱いを協議のうえ、契約書

に取り扱いを明記しておくことが後日のトラブル

を避けるために必須となる。

また、大型物件の場合、手付金授受による契約

締結後、残代金支払・所有権移転まで相当程度の

期間を設け、その間に、売買当事者が、売買契約

に基づき境界確定や実測、建物取壊し、土壌調査

等を実施することもあるが、期日までに確実に履

行されるよう、測量士、土壌調査会社等専門家の

紹介等を行うことで、決済を確実ならしめること

も仲介者の重要な役割である。

さらに、グローバル化への対応という点では、

海外の売主や買主に対し、外国語での対応を含め

て、日本の不動産取引制度や慣行を仲介者が懇切

丁寧に説明することなくしては、市場は拡大しな

いだろう。

④不動産市場の安定化のために

我が国の事業用不動産市場においては、これま

で活況時には売り物件が供給不足となることで価

格上昇に拍車がかかり、一方、リーマンショック

など価格下落時には買い手不在の中で市場の縮小

と大幅な価格下落が見られた。仲介者の存在は、

このような不動産価格の急激な騰落やマーケット

の激変にクッションとなりうると考えられる。

すなわち、今後は、仲介者の役割として、単に

売主と買主との間での情報伝達者にとどまらず、

不動産市場全体の分析やその見通しを積極的に述

べることで、価格上昇局面における市場への売り

物件提供や価格下落局面における買い手の市場参

加を促進する役割も重要になってくるものと考え

る。

日本の事業用不動産市場は、 年初頭のアベ

ノミクス開始以降、好調に転じたが、 年半ば

から天井感が広がり、先行きに不透明感が強まっ

ている。かかる状況下こそ、事業用不動産の仲介

者は、今後の不動産保有戦略等について頭を悩ま

せる事業法人や不動産投資方針見直しの要否を検

討する機関投資家等に対して、論理的な分析に基

づいた市場見通しを能動的に提供し、事業用不動

産市場への参加を促進することが求められている

のではないだろうか。


